
　農業生産に深刻な影響を与えている気候変動、
さらには、ロシアのウクライナ侵攻で、食料のみならず肥料や飼
料、燃料の供給が滞り、私たちの食料安全保障を脅かす要因に

なっています。国も「食料・農業・農村基本法」の見直しに着手し、１年程
かけて方向性を示すようです。
　食料の自給社会の実現とは、取りも直さず農業を強くすることです。食
料自給社会の実現に向け、国の対応を待つのではなく、生産・消費共に条
件の良い埼玉県が国をリードしていただきたい。「県内農業を基軸とし
た、食料自給社会の早期実現に向けて」県内でどれだけの食料が自給で
きるのか。今後の県の取り組みとグランドデザインについて伺います。

　本県では、カロリーの低い野菜などの生産が盛んで、また
人口が多いため、カロリーベースでの食料自給率は10％となっています。
こうした本県の特性を踏まえて、食料安全保障に強化に取り組むことが重
要と考えます。
　取り組みを進める上でのグランドデザインとして、農林水産物の安定供

給などを基本理念とする埼
玉県農林水産業振興条例に
基づき、埼玉県農林水産業振
興基本計画を定めています。
条例及び基本計画は、食料安
全保障の強化に不可欠な、担
い手の育成・確保、生産基盤
の整備、生産・流通・販売等の体制整備などを柱としています。このグラ
ンドデザインに基づき、スマート農業の推進、担い手への農地集積などを
通じた生産性の向上や、麦や飼料作物の生産拡大を通じた輸入依存から
の脱却などを進め、食料安全保障の強化に取り組んでまいります。
　今議会で提案している補正予算（自給飼料の生産拡大、化学肥料の使
用量低減に関する施策）は、食料安全保障の強化にも資するものです。こ
うした取り組みを通じ、議員ご指摘の国際情勢の変化に影響されにくい、
強い農業に支えられた社会の実現を図りたいと考えます。

（1）自給社会構築に向けた県の取り組みとグランドデザインについて

「食料自給社会の実現」、「北部地域振興交流拠点」について質問・提言

Q1 県内農業を基軸とした、食料自給社会の早期実現を

杉田しげみ

大野知事

　今年度、産業振興機能の基本コンセプトの検討
のため、有識者等で構成する、北部地域産業振興機能検討委員
会が設置されました。北部地域振興交流拠点施設を設置するか

らには、北部地域の産業振興という目的から地域の産業界のニーズを把
握し、基本コンセプトに反映させることが大事です。県は北部地域のニー
ズをどのように把握していかれるのか伺います。併せて検討委員会ではど
のような議論を期待しているのか伺います。

　現在、北部地域の商工団体などはもとより、地域の特色で
ある食品製造や農業の６次産業化に取り組む事業者、あるいは、地元ス

ポーツチーム等からお話を伺うな
ど、幅広く地域ニーズの把握に努め
ているところです。地域ニーズを踏まえて検討委員会で議論いただき、北
部地域ならではの特色を生かすとともに、様々な産業が相乗効果を生み
出せるような支援の在り方を検討してまいります。
　北部地域産業振興機能検討委員会においては、社会のデジタル化や環
境問題への対応など、経済を取り巻く環境は大きく変化しており、時代の
先を見据えた議論を期待しています。

県北地域のニーズをどう把握しているのか？
Q2「北部地域振興交流拠点」について

杉田しげみ

大野知事

　近年、時代の流れは急速に進んでいます。このよ
うな時代において、検討から事業実施までは短ければ短い方が
いいと考えます。幸い、本件は土地取得に係る時間は不要です。

本事業には、私の地元熊谷市をはじめ、北部地域の産業界の歴史とニー
ズを実現し、産業のけん引役となるよう大きな期待が集まっています。開
業までのスケジュールについて伺います。

　開業までのスケジュールを現時点で示すことはできません

が、まずは課題を整理し、
社会環境の変化を意識し
ながら、北部地域振興交
流拠点に求められる機能
について、検討委員会の
議論も踏まえ、しっかりと
検討したいと考えます。

一日も早い開業に向けスケジュールは？
杉田しげみ

大野知事

　農業大学校は全国に42校ありますが、埼玉で学
びたいと思わせるような個性・特色を打ち出し、全国から受験者
が訪れるような魅力ある大学校改革の創出が必要です。熊谷市

に移転当初に、隣接の立正大学との協定が締結されましたが、その後は
連携が深まっているのでしょうか。同大学には地球環境科学部、データサ
イエンス学部があり、これからの農業振興に不可欠かつ強力なパートナー
であると思います。今後の連携について伺います。

　農業大学校ではこれまで、時代の流れや新たなニーズに対
応した魅力ある教育ができるよう、カリキュラムを設定してきました。例え

ば、全国でも２県しかない有機農
業を学ぶ専攻の創設やコース別学
習の実施など、独自の取り組みを
行っています。また、平成26年に
は立正大学と協定を結び、同大学教授による農業気象学の講義を農業大
学校で行う一方、立正大学による農作物の生育診断に係る研究の場を農
業大学校が提供するなど、相互に協力してきました。令和3年度には、
データサイエンス学部が創設されており、同大学とのさらなる連携を検討
し、魅力ある農業大学校づくりを進めてまいります。

（２）食料自給社会の早期実現に向けた具体策について
大学と連携深めて県農業大学校の充実を

杉田しげみ

農林部長

一般質問に登壇
県議会9月定例会
令和4年9月30日

▶埼玉県農業大学校（全景／熊谷市樋春）

　県農業技術研究センターの取り組みは、県民の
安全安心を守るための食料自給活動につながるものでなければ
なりません。現状の農業環境を分析し、どのような技術研究を推

進するべきか、その必要性を見出した上で、技術研究の成果を創出してい
ただきたいのです。そのためには県農業技術研究センターだけでなく、農
業大学校・農林公社・立正大学を始め外部情報を求め、産学官金労との連
携を深めることが必要と考えます。そこで、県農業技術研究センターにお
ける農業技術や農業畜産物の研究は、何を基準に決定され、取り組んで
いるのか伺います。

　県は埼玉県農林水産業試験研究推進方針に基づき、強い
農業の実現に不可欠な生産力の向上などに寄与できるよう、「省力、低コ

スト、高品質生産技術の開発」な
どを柱として試験研究を行ってい
ます。具体的には生産者や農業団
体などからアイデアや要望を伺っ
た上で、学識経験者などで構成する評価委員会での評価を受けて決定し
ています。評価の際には、提案する研究課題ごとに達成目標を設定した上
で、目標設定の明確さ、普及・実用化した場合に農業の発展に貢献する可
能性などの観点から精査し、課題を選定しています。
　議員お話しの他機関との連携については、農業大学校への実習の場の
提供、農林公社の種子生産への技術支援を行うとともに、立正大学から
は教授に評価委員として参画いただいています。

県農業技術研究センターは産学官金労との連携強化を
杉田しげみ

農林部長

▲農業技術研究センター（熊谷市須賀広）

▲現在の熊谷家畜保健衛生所（熊谷市円光）

　令和2年の農業産出額は1,678億円で、その内畜
産の産出額は245億円、野菜831億円、米327億円に次ぐ産出
額です。食料自給社会の実現に畜産の存在が大きく影響するは

ずです。そこで酪農・肉用牛・養豚・養鶏の現状と課題について伺いま
す。

　議員お話しのとおり、畜産の産出額は野菜・米に次ぐ本県

農業の基幹部門であります。畜産
振興には輸入飼料の依存低下を
図ることが重要な課題です。この
ような課題解決に取り組むこと
で、国際情勢に影響されにくい構
造への転換を図ってまいります。

畜産振興の現状と今後の課題について
杉田しげみ

農林部長

　農業水利施設は生産高を左右する重要な基盤を
担っており、食料自給に向けて欠かせない施設です。これらの施
設の大半は各土地改良区により維持管理され、土地改良区は組

合員の賦課金等によって運営されていますが、高齢化による担い手の減
少等により、とても単独では施設更新が適切に行える状況にありません。

土地改良区によっては、年間予算総額の３倍～４倍の施設更新工事要望
が積み上げられています。県はどう農業水利施設の更新を支援していくの
か伺います。

　県は受益面積100ha以上の基幹的な施設などについて、計
画的に施設の補修や更新を進めてきました。

農業水利施設更新への支援求める
杉田しげみ

農林部長

　一方、農地周りの小規模な施設については、議員ご指摘のように、
多くの整備要望があげられています。こうした要望に即座に全て対応
することは困難ですが、緊急性や施設の重要性に応じ、県費単独土地
改良事業や土地改良施設維持管理適正化事業により順次整備を後押し

してきました。
　今後もこれまで以上に土地改良区と連携し、より補助率の高い国庫
補助事業の活用に取り組むことにより、小規模な施設を含め効率的に
整備を進められるよう支援してまいります。

　新しい家畜保健衛生所の再編により、何が変わ
り、新しい効果が生じるのか伺います。

　本県の家畜保健衛生所（家保）は、現在の熊谷
市、川越市、さいたま市の３か所の体制から、今後、県北に新たな家保を
設置して川越市との２か所体制に再編することとしています。これは都市
化が進み現在は８割が県北地域に集中していることを踏まえ、家保の体

制を強化しようとするものです。ま
た、現在さいたま市に置かれてい
る病性鑑定部門を県北の家保に
移管することで、より効果的にま
ん延防止を図ることができるよう
になると考えています。

家畜保健衛生所の再編で何が変わるのか？
杉田しげみ

農林部長

　畜産に関しては、さいたま市食肉中央卸売市場
が2028年にさいたま市岩槻区に移転・新設され、食肉卸売市場
と、と畜場が一体化した大規模な施設になるそうです。県はこの

食肉卸売市場と、と畜場について、さいたま市とどのように連携を図るの
か伺います。

　さいたま市とどのように一体感を持ち、連携を図っていくの

かについてです。さいたま市の計画では、新施設は道の駅と一体的に整備
し、安全・安心な食肉の供給のほか、食の連携・交流拠点、食育・地産地
消拠点、輸出拠点などもコンセプトとしています。このため地産地消を後
押しする効果や、輸出を含め販路拡大効果が期待されます。こうした観点
から、さいたま市と連携・協力して取り組んでまいります。

さいたま市の食肉卸売市場との連携を
杉田しげみ

農林部長

西部地域振興ふれあい拠点
施設【ウェスタ川越】（写真
左上）と東部地域振興ふれ
あい拠点施設【ふれあい
キューブ】（写真右上）、そし
て北部地域振興交流拠点
施設（仮称）整備予定地のコ
ミュニティ広場（写真左下）。

　先の９月定例会において一般質問に登壇する機会を得て、６項目について県の施策に対し質問・提言を行いました。本号ではその中から「県内農業を基軸と
した、食料自給社会の早期実現を」「『北部地域振興交流拠点』について」の概要を掲載・ご報告いたします。皆さまのご感想や県政に対するご意見などをお
寄せください。「行政の分散について」「公立中学校運動部活動の地域移行について」「県営公園の資産有効活用について」「県道冑山熊谷線バイパスの整備
について県道冑山熊谷線バイパスの整備について」は、ら・ぽ～と vol.11に掲載しています。


